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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在していないため記載していない。 

３．平成15年３月期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純損益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利

益の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用している。 

回次 第103期 第104期 第105期 第106期 第107期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 16,870 16,442 20,989 26,099 30,168 

経常利益（百万円） 791 294 2,081 3,401 3,603 

当期純損益（百万円） 304 45 -17 2,857 2,102 

純資産額（百万円） 3,631 3,529 2,843 5,699 8,168 

総資産額（百万円） 27,600 29,092 24,625 28,251 33,780 

１株当たり純資産額（円） 80.51 78.44 63.27 127.03 181.60 

１株当たり当期純損益（円） 6.75 1.00 -0.39 63.63 46.12 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 13.2 12.1 11.5 20.2 24.2 

自己資本利益率（％） 8.90 1.26 -0.55 66.90 30.32 

株価収益率（倍） 12.74 76.00 － 5.33 14.61 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
1,618 1,964 1,646 3,869 -1,056 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
-278 -42 1,128 -280 -2,182 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
-2,702 -337 -4,063 -2,317 1,928 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
2,580 4,087 2,706 4,008 2,784 

従業員数（人） 1,230 1,231 1,232 1,464 1,698 



(2)提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在していないため記載していない。 

３．平成15年３月期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純損益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利

益の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用している。 

４．平成18年３月期は、臨時雇用者の総数が従業員数の100分の10以上となったため、その年間平均人員を（外

書）で記載している。 

回次 第103期 第104期 第105期 第106期 第107期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 12,520 12,376 16,695 21,112 25,091 

経常損益（百万円） 99 -288 1,179 1,929 2,021 

当期純損益（百万円） 152 29 -173 2,711 2,673 

資本金（百万円） 4,880 4,880 4,880 4,880 4,880 

発行済株式総数（株） 47,178,956 47,178,956 47,178,956 47,178,956 47,178,956 

純資産額（百万円） 4,429 4,408 4,251 6,923 9,600 

総資産額（百万円） 19,867 22,176 20,367 24,220 31,177 

１株当たり純資産額（円） 93.92 93.71 90.46 147.57 204.18 

１株当たり配当額（円） 

(内１株当たり中間配当額) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

5.00 

(－) 

１株当たり当期純損益（円） 3.23 0.62 -3.69 57.74 56.28 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 22.3 19.9 20.9 28.6 30.8 

自己資本利益率（％） 3.51 0.66 -4.01 48.53 32.36 

株価収益率（倍） 26.63 122.58 － 5.87 11.98 

配当性向（％） － － － － 8.9 

従業員数（人） 

(外、平均臨時雇用者数) 

222 

(－) 

221 

(－) 

218 

(－) 

225 

(－) 

230 

(26) 



２【沿革】 

大正15年11月 岡本覚三郎個人経営にて岡本専用工作機械製作所を創業 

昭和10年６月 株式会社岡本工作機械製作所と組織及び社名変更し、本店を東京市京橋区銀座３丁目４番地におく 

昭和17年３月 当時主工場であった矢口工場設備の一部移転と新設による横浜工場の操業を開始 

東京本社を横浜市港北区に移転 

昭和20年９月 本社並びに横浜工場の全域を米軍により接収される 

上記接収に伴い当社株式の市場取引自然停止 

昭和25年６月 細田機械工業㈱を合併 

昭和28年３月 平面研削盤の製作を開始 

昭和32年３月 本社並びに横浜工場の接収全面解除される 

平面研削盤のほか各種工作機械の開発生産体制を整備 

昭和38年10月 東京証券取引所市場第二部上場 

昭和47年11月 米国シカゴに販売会社として現地法人 OKAMOTO CORPORATIONを設立（現・連結子会社） 

昭和48年４月 広島工場の歯車部門を分離独立 岡本歯車㈱を設立 

昭和48年12月 シンガポールに同国で初めて工作機械を製造する現地法人OKAMOTO(SINGAPORE)PTE,LTD.を設立

（現・連結子会社） 

昭和50年５月 広島工場を分離独立 岡本工機㈱を設立 小型機種の製作を分担する 

昭和50年９月 サービス部門を分離独立 岡本技研サービス㈱を設立 

昭和52年６月 本社敷地内にショッピングセンタービルを建設 ユニー㈱に貸与する 

昭和56年４月 山陽岡本㈱を設立 広島地区の販売に当る 

昭和57年４月 群馬県安中市に安中工場完成 稼働開始 

昭和58年８月 当社の関連会社である岡本技研サービス㈱が商号を技研㈱に変更（現・連結子会社） 

昭和58年11月 横浜工場を移転閉鎖 神奈川県厚木市に厚木工場開設始動 

昭和60年６月 新厚木工場完成 稼働開始 

昭和61年４月 当社の子会社である岡本工機㈱、岡本歯車㈱、山陽岡本㈱の３社が合併し、新たに岡本工機㈱とな

る（現・連結子会社） 

昭和62年10月 欧州工作機械メーカーと提携、輸入販売を開始 

昭和62年12月 タイに現地法人 OKAMOTO(THAI)CO.,LTD.を設立（現・連結子会社） 

平成２年４月 安中工場第二期工事完了 

平成２年10月 ドイツに駐在員事務所設立 

平成３年７月 ㈱ニッショーを買収し子会社とする（現・連結子会社） 

平成３年９月 米国工作機械メーカーと業務提携 

平成４年１月 ドイツに現地法人 OKAMOTO MACHINE TOOL EUROPE GMBHを設立（現・連結子会社） 

平成４年９月 芝山機械㈱を買収し子会社とする 

平成７年５月 シンガポールに販売・サービスの拠点として、シンガポール支店を開設 

平成８年10月 芝山機械㈱を合併 

平成12年３月 本社を厚木工場内に移転 

平成14年８月 中国に上海駐在員事務所設立 

平成15年６月 本店を安中工場内に移転 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社及び関係会社11社（連結子会社７社、非連結子会社４社）により構成され、主な事業内容と

当該事業における位置付けと事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりである。 

 なお、事業区分は事業の種類別セグメントと同一である。 

［工作機械］ 

 製造は当社を主として、海外連結子会社のOKAMOTO (SINGAPORE) PTE, LTD.、OKAMOTO (THAI) CO., LTD.、国内

連結子会社の岡本工機㈱、㈱ニッショー、技研㈱の６社が行っている。 

 販売は国内では、主として当社が直接または代理店を通じて行っており、海外では、連結子会社のOKAMOTO  

CORPORATION、OKAMOTO MACHINE TOOL EUROPE GMBHの２社が現地販売を行い、それ以外については、当社の海外支

店及び代理店を通じて行っている。 

 また当社製品の保守業務は、国内においては、技研㈱が行っている。 

［半導体関連装置］ 

 製造は当社を主として、国内連結子会社の岡本工機㈱、協力会社で行っている。販売は国内では、主として当社

が直接または代理店を通じて行っている。海外では、連結子会社のOKAMOTO CORPORATION、OKAMOTO MACHINE 

TOOL EUROPE GMBHの２社が現地販売を行い、それ以外については、当社の海外支店及び代理店を通じて行ってい

る。 

 事業の系統図は次のとおりである。 



４【関係会社の状況】 

(1)連結子会社 

 （注）１．「議決権の所有割合」欄の（内書）は間接所有であり、［外書］は緊密な者等の所有割合である。 

２．特定子会社に該当する。 

３．当社の持分は100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としている。 

４．債務超過会社であり、債務超過の額は、平成18年３月末時点で、㈱ニッショー833百万円、技研㈱846百万円

となっている。 

名称 住所 資本金 
主要な事業の内
容 

子会社の
議決権に
対する所
有割合 
（％） 

関係内容 

主要な損益情
報等 
(1）売上高 
(2）経常利益 
(3）当期純利
益 

(4）純資産額 
(5）総資産額 
（百万円） 

OKAMOTO 

CORPORATION 

（注）２ 

米国イリノ

イ州 
US$4,754,500 

工作機械及び半

導体関連装置の

輸入・販売 

100.0 

当社製品の販売 

役員兼務１名 

資金援助 

－ 

OKAMOTO 

(SINGAPORE) 

PTE,LTD. 

（注）２ 

シンガポー

ル 
S$20,300,000 工作機械の製造 100.0 

当社製品の製造 

役員兼務２名 

資金援助 

－ 

岡本工機㈱ 

  

広島県福山

市 
322百万円 

工作機械及び半

導体関連装置の

製造 

100.0 
当社製品の製造 

役員兼務１名 

  

－ 

  

OKAMOTO 

(THAI)CO.,LTD. 

（注）１,２ 

タイ THB477,000,000 工作機械の製造 
100.0 

(25.4) 

当社製品の製造 

役員兼務２名 

 資金援助 

－ 

㈱ニッショー 

（注）４ 

東京都小金

井市 
23百万円 

工作機械及び半

導体関連装置の

ユニット製造 

100.0 

当社製品のユニ

ット製造 

役員兼務２名 

資金援助 

－ 

OKAMOTO  

MACHINE TOOL  

EUROPE GMBH 

ドイツ EUR511,291 

工作機械及び半

導体関連装置の

輸入・販売 

100.0 

当社製品の販売 

役員兼務２名 

資金援助 

－ 

技研㈱ 

（注）１,３,４ 

神奈川県綾

瀬市 
18百万円 

工作機械の製

造・修理 

－ 

[100.0] 

当社製品の製

造・修理 

役員兼務２名 

資金援助 

－ 



５【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員数である。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものである。 

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ234名増加しているのは、主に海外子会社の生産拡充によるものであ

る。 

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員である。 

２．従業員数欄の（外書）は、派遣社員の年間平均雇用人員である。 

３．平均年間給与は、基準外賃金、諸手当及び賞与を含んでいる。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループのうち、提出会社及びOKAMOTO(SINGAPORE)PTE,LTD.に労働組合がある。 

 提出会社の労働組合は、岡本工作機械労働組合と称し、ＪＡＭに属し、平成18年３月31日における組合員数は

218名である。 

 OKAMOTO(SINGAPORE)PTE,LTD.の労働組合はMETAL INDUSTRIES WORKERS UNIONと称し、平成18年３月31日における

組合員数は125名である。 

 いずれも会社と組合との関係は円満に推移しており、懸案事項はない。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

工作機械 1,633 

半導体関連装置 47 

全社（共通） 18 

合計 1,698 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（百万円） 

230 

 （26） 
 39.0 15.1  5.5 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景とした民間設備投資の増勢に加え、雇用・所得環

境の改善により個人消費が持ち直すなど、景気は緩やかながらも着実に回復してきた。 

 海外においては、米国経済は引き続き堅調に推移し、ヨーロッパ経済も緩やかな回復傾向を示してきた。 

 また、アジアでは中国を中心に依然として景気の拡大が続いている。 

 このような状況の中で当社グループは、顧客ニーズに合った製品の開発、販売強化ならびに生産能力向上などを

重点に取り組んできた結果、売上高は前年同期比15.6％増の30,168百万円、利益については、経常利益は前年同期

比5.9％増の3,603百万円、当期純利益は前年同期比26.4％減の2,102百万円となった。 

 なお、セグメント別の業績は次のとおりである。 

1. 事業の種類別セグメント 

ア. 工作機械 

工作機械事業における需要動向は、製造業を中心に設備投資が広く大手企業・中小企業に波及すると共に、

IT・デジタル家電産業・機械メーカーの設備投資も回復基調にあったため、総じて堅調に推移した。 

このような状況下で当社グループは、販売好調な大型液晶テレビの生産を背景にして、部材や液晶装置のフ

レーム加工用大型平面研削盤などが受注を伸ばした。 

特に、可変静圧スライドシステム搭載の超精密平面研削盤シリーズについては、国内及び韓国市場において

新たなユーザー層を獲得した。 

また、自動車業界の旺盛な設備投資に伴う、工具、ガイド業界の設備投資増加に対しては、既存の内面、円

筒研削盤などの製品ラインナップの強化や改善・改良を図ったことが販売拡大に結びついた。 

海外市場については、充実した販売網を生かしたＡＳＥＡＮ市場と高付加価値製品の販売増大を目指したア

メリカ市場において引続き好調を維持し、一方、微細成形研削加工への対応に注力したことによりヨーロッパ

市場においても引き合いが顕著になってきている。 

このような結果、売上高は前年同期比14.2％増の18,323百万円、営業利益は前年同期比19.0％増の3,507百万

円となった。 

イ. 半導体関連装置 

半導体関連装置事業における需要動向は、販売価格の下落や部材等の在庫調整による半導体メーカーの一時

的な設備投資抑制を受けて停滞感が漂った。 

このような状況下で当社グループは、早くから開発に取り組んできた大口径ポリッシングマシンが、３００

ｍｍウェーハの量産を開始した材料メーカーから高い評価を得て、受注を伸ばした。 

また、ウェーハ用バックグラインダーについては、近年の動きである次世代チップやスマートカードの実用

化に向けた極薄ウェーハ対応機の開発を進めていたが、主力市場である台湾ファンドリー市場が一時的なチッ

プ供給過多を受け、設備投資を抑制したことから、売上は予想を下回った。 

液晶用ガラス基板研磨装置については、顧客のガラス基板の大型化、量産化に伴い、順調に売上を伸ばし

た。 

以上のような状況により、売上高は前年同期比17.8％増の11,845百万円となったが、営業利益については、

開発要素を含んだ製品の試作コストの増加の影響で前年同期比32.7％減の927百万円となった。 

  

2. 所在地別セグメント 

ア. 日 本 

売上高は前年同期比14.3％増の26,361 百万円、営業利益についても前年同期比1.5％増の3,548百万円となっ

た。 

イ. 北 米 

売上高は前年同期比49.8％増の2,152 百万円、営業利益についても前年同期比99.6％増の222百万円となっ

た。 

ウ. 東南アジア 

売上高は前年同期比16.4％増の1,107 百万円、営業利益についても前年同期比25.4％増の774百万円となっ

た。 

エ. ヨーロッパ 

売上高は前年同期比15.8％減の547 百万円、営業損失については32百万円（前年同期は営業利益11百万円）

となった。 



（2）キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比較して1,223

百万円（30.5%）減少し、2,784百万円となった。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりである。 

（営業活動におけるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、1,056百万円（前年同期は3,869百万円の獲得）となった。これは主に売上債

権の増加による資金の減少及び法人税等の支払額の増加によるものである。この内、売上債権には、ファクタリ

ング契約により当連結会計年度末現在資金化が可能な債権が3,772 百万円含まれている。 

（投資活動におけるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、2,182百万円（前年同期比677.2％増）となった。これは主に有形固定資産の

取得や定期預金の預け入れによるものである。 

（財務活動におけるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果獲得した資金は、1,928百万円（前年同期は2,317百万円の使用）となった。これは主に長期借

入金による資金調達を行ったことによるものである。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．金額は販売価格によっている。 

２．上記金額には、消費税等は含まれていない。 

(2）商品仕入実績 

 当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．金額は仕入価格によっている。 

２．上記金額には、消費税等は含まれていない。 

(3）受注状況 

 当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

(4）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれていない。 

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

ある。 

（注） 本表の金額には、消費税等は含まれていない。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

工作機械（百万円） 18,145 106.8 

半導体関連装置（百万円） 15,989 127.5 

合計（百万円） 34,134 115.6 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

工作機械（百万円） － － 

半導体関連装置（百万円） 480 67.2 

合計（百万円） 480 67.2 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 
受注残高 
（百万円） 

前年同期比（％） 

工作機械 20,634 109.4 9,141 133.8 

半導体関連装置 17,684 201.1 9,021 283.5 

合計 38,319 138.5 18,162 181.4 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

工作機械（百万円） 18,323 114.2 

半導体関連装置（百万円） 11,845 117.8 

合計（百万円） 30,168 115.6 

相手先 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

旭硝子㈱ 
金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

2,608 10.0 5,799 19.2 



３【対処すべき課題】 

当社グループの経営をとりまく今後の環境は、国内及び世界的にも景気回復の傾向が続くものの、原油をはじめと

した原材料価格の高騰、金利や為替の動き、さらに米国及び中国経済の動向など、不透明な要因も多く、予断を許さ

ない状況にあると考えられる。 

このような中、当社グループでは、中長期的な戦略として下記の諸施策を掲げ『景気に左右されることなく利益を

上げ得る強固な経営体質』の確立・定着を図るべく、全社を挙げて取り組んでいる。 

(1) 売上の安定化と利益重視の施策 

① 安定的な売上と粗利の確保 

・超高精度研削盤：販売事例の世界展開 

・汎用研削盤：業種、機種、地区別販売戦略の展開 

・液晶用ガラス基板研磨装置：次世代要求への対応 

・既存機種の後継機・新機種の開発 

② コスト削減策 

・外部支出費の削減 

・新製品、大型特殊仕様機種のコスト管理強化 

・全社的な品質管理システムの確立 

・海外生産拠点への生産シフトの継続、徹底 

③ 社内環境整備 

・超高精度研削盤の製造・開発に見合った環境整備 

・内製化、増産要求に応えるための生産拠点の充実 

④ 各子会社の収益向上と体質強化 

(2) 資金効率の改善及び有利子負債の削減 

① 棚卸資産の削減 

② 売上債権の回収促進 

③ 機動的な資金調達 

諸施策のうち、当連結会計年度においては、社内環境整備の一環として、当社安中工場に恒温室を新設し、

OKAMOTO (THAI) CO., LTD.の工場を増設した。また、資金面では、当社グループ全体での資金効率を勘案し、当社に

おいてシンジケートローン契約により総額33億の資金調達を実行した。 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがある。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものである。 

(1) 市況変動について 

当社グループが販売する工作機械、半導体関連装置は生産財であり、その市場は、共に循環的な変動が大きく、

これまでにも何度か低迷期を繰り返してきた。 

現状では、半導体製造装置市場は回復基調にあり、工作機械市場も引続き堅調に推移していることから、当社グ

ループも平成18年３月期には181億円の受注残を抱え、当面は好調な業績を維持できる見通しではあるが、過去の

変動が示すように、今後の経済情勢によっては、設備投資が大きく抑制される可能性がある。その結果、製品需要

縮小、過剰在庫、販売価格の下落をもたらし、当社グループの売上が減少する可能性がある。 

(2) 依存度の高い販売先について 

当社グループの売上高のうち、旭硝子㈱に対する売上高の構成比は、平成17年３月期において10.0％、平成18年

３月期において19.2％を占めている。 

将来、当該販売先の当社グループ及び当社製品に対する取引方針が変化した場合には、当社グループの業績に影

響を与える可能性がある。 

(3) 有利子負債への依存について 

当社グループの直近３期の連結会計年度末借入金残高及び総資産に占める割合は下記のとおりである。 

当社は、借入金比率の削減による財務体質の強化に努めているが、今後の経済情勢等により、市場金利が変動し

た場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。 

５【経営上の重要な契約等】 

 当社は、生産拠点の設備の拡充と更新及び短期借入の借り換え資金に充当するための資金調達の手段として、平成

17年７月22日付で三菱信託銀行株式会社をアレンジャーとする参加金融機関11社（前行を含む）との間で、総額33億

円のシンジケートローン契約を締結した。 

（注）三菱信託銀行株式会社は、平成17年10月１日にUFJ信託銀行株式会社と合併し、三菱UFJ信託銀行株式会社に商

号変更している。 

  平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 

 有利子負債残高(百万円) 15,771 13,510 15,794 

 総資産(百万円) 24,625 28,251 33,780 

 総資産に締める割合(%) 64.0 47.8 46.8 



６【研究開発活動】 

当社グループ（当社及び連結子会社）は、前連結会計年度より引き続き旺盛な自動車関連・ＩＴ液晶関連産業の設

備投資に加え、工作機械関連の設備投資も活性化した中で、顧客の高精度要求に対応していくため、平面加工（研

削・研磨）の分野において、世界で最高峰の技術を目指すことを主要な研究テーマとしている。 

当連結会計年度の研究開発費の総額は56百万円である。研究開発費の総額は微小なものとなっているが、これは、

極力顧客から受注して開発を行うとの従来の基本的なスタンスと、一部の新規開発製品を自社工場内に設備し、マザ

ーマシンとして使用することによる。 

また、当社グループの研究・開発・技術スタッフは63名で、全従業員の3.7％に当たる。 

なお、事業の種類別のセグメントの状況は次のとおりである。 

(1) 工作機械 

 液晶関連装置の大型化やそれに伴う高精度化の要求に応えるため、超高精度コラム型静圧平面研削盤、門型の

超高精度静圧平面研削盤のシリーズ化を進めている。これら超精密平面研削盤シリーズを生産するにあたり開発

した大型の超精密静圧ベッド研削盤は、社内設備とすべく製造段階に入っている。 

 また、ＩＴ・デジタル家電産業の設備投資意欲の回復に合わせ、微細コネクタ用等の精密金型の研削加工用と

して超精密成形研削盤の開発を進めてきた結果、海外を含め受注を開始した。 

 この他、汎用機の更なる市場拡大のために、中小型Ｔ型コラムタイプ研削盤シリーズや、長年好評を得て来た

内面研削盤ＩＧＭ２Ｍの後継機種の開発等を行ってきた。 

(2) 半導体関連装置 

 当連結会計年度において、半導体デバイスウェーハ関連は、在庫調整から設備投資の回復基調へと好転してき

た。その中でコストダウンの市場要求に応えるべく、300mm並びに200mm用バックグラインダーシリーズのマイナ

ーチェンジを行い、市場への投入を開始した。同時に、客先要求の高度化に伴う品質向上のための取り組みも行

っている。さらにインライン化の市場要求に応えるための新製品への調査・計画を開始した。 

 また、デバイスウェーハの配線幅が微細になるにつれ、素材ウェーハの平面度の要求が厳しくなってきている

ため、その需要に合わせた超高精度のウェーハグラインダーの開発も顧客への納入段階となっている。 

 一方、液晶用ガラス基板研磨装置については依然として続く旺盛な設備投資と液晶基板の大型に伴う装置の大

型化、及びライン化の需要に対応すべく、引き続き開発を行っている。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものである。 

(1) 財政状態の分析 

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末（以下「前期末」という）比5,528百万円増加して、33,780百

万円となった。内訳については、流動資産は同3,498百万円増加の23,747百万円、固定資産は同2,030百万円増加の

10,032百万円である。 

流動資産増加の主な要因は、売上債権の増加であり、前期末比4,188百万円増加の12,404百万円となった。この

内、3,772百万円は、ファクタリング契約により当連結会計年度末現在資金化可能である。固定資産増加の主な要

因は、有形固定資産の増加であり、前期末比1,363百万円増加し8,613百万円となった。これは、主に当社及びOKAM

OTO (THAI) CO., LTD.を中心に製造設備への投資を行ったことによるものである。 

当連結会計年度末の負債の合計は、前期末比3,058百万円増の25,611百万円となった。この増加の主な要因は、

長期借入金による資金調達を行ったことによるものである。 

有利子負債の総額は、前期末比2,283百万円増加し15,794百万円となった。キャッシュ・フローベースでの有利

子負債の増加は、2,168百万円で、差額は為替換算の影響によるものである。 

当連結会計年度末の自己資本は、前期比2,469百万円増加して、8,168百万円となった。この増加の主な要因は、

利益剰余金が前期末比2,167百万円増加して4,578百万円になったことによるものである。 

この結果、自己資本比率は前期末の20.2％から24.2％となった。 

(2) 経営成績の分析 

当連結会計年度の経営成績は、収益面では、アジア市場が引き続き好調であったことに加え、日本国内において

も、企業収益の改善を背景とした設備投資に対する需要が拡大したことを受け、当社グループは、その需要動向に

即した製品の提供や販売活動、生産能力向上に取り組んできたことにより、売上高は前期比15.6％増の30,168百万

円となった。 

事業のセグメント別売上高の推移 

利益面では、引き続き設計・生産部門でのコスト削減や、受注活動における適正利潤確保への取り組みなどを行

なってきたが、開発要素を含んだ製品の試作コストの増加の影響で、売上総利益率は2.9ポイント低下した。営業

外損益は、主に為替の影響により為替差益が増加したこと、借入金が増加したものの借入金利息を低くすることが

できたため、支払利息が10.4％削減されたことなどにより前期に比べ205百万円改善した。以上の結果、経常利益

は前期比5.9％増の3,603百万円となり、売上高経常利益率は11.9％となった。 

特別損益では、役員退職慰労金規程の見直しを行い役員退職引当金戻入益128百万円を特別利益に、たな卸資産

処分損184百万円、土地に関する減損損失461百万円を特別損失に計上した。結果、税金等調整前当期純利益は

3,064百万円、当期純利益は2,102百万円となった。 

  工作機械事業（百万円） 
半導体関連装置事業 
（百万円） 

合計（百万円） 

平成18年3月期 18,323 11,845 30,168 

平成17年3月期 16,047 10,052 26,099 

平成16年3月期 12,442 8,546 20,989 

平成15年3月期 10,711 5,730 16,442 

平成14年3月期 12,724 4,145 16,870 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当社グループ（当社及び連結子会社）は、急速な技術革新や販売競争の激化に対処するため、2,309百万円の設備

投資を実施した。主なものは当社安中工場の恒温室新設やOKAMOTO(THAI)CO.,LTD.での工場増設であり、事業の種類

別セグメントの内訳は次のとおりである。  

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はない。  

２【主要な設備の状況】 

(1)提出会社 

(2)国内連結子会社 

当連結会計年度 

工作機械 1,552百万円

半導体関連装置 756百万円

全社 －百万円

合計 2,309百万円

  平成18年３月31日現在 

事業所名(所在地) 
事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（人） 建物及び

構築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

本社 

(神奈川県横浜市)(注)２ 
全社的管理 管理施設 3 - 

- 

(-) 
12 15 11 

安中工場 

(群馬県安中市) 

工作機械 

半導体関連装置 
生産設備 2,344 417 

952 

(68,219) 
193 3,907 163 

シンガポール支店 

(シンガポール) 

工作機械 

半導体関連装置 
販売施設 6 0 

- 

(-) 
1 7 2 

大阪営業所他10営業所 
工作機械 

半導体関連装置 
販売施設 - - 

- 

(-) 
0 0 54 

寮・その他 全社（共通）   128 0 
57 

(8,682) 
1 187 - 

  平成18年３月31日現在 

会社名(所在地) 
事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（人） 建物及び

構築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

岡本工機㈱ 

(広島県福山市) 
工作機械 生産設備 253 505 

157 

(22,066) 
43 959 170 

㈱ニッショー 

(東京都小金井市) 
工作機械 生産設備 24 1 

53 

(3,150) 
0 79 17 

技研㈱ 

(神奈川県綾瀬市)(注)３ 
工作機械 生産設備 15 18 

- 

(-) 
6 41 69 



(3)在外連結子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり、建設仮勘定は含まない。 

２．提出会社の本社は、建物を賃借しており年間の賃借料は13百万円である。 

３．国内連結子会社の技研㈱は、建物を賃借しており年間の賃借料は、39百万円である。 

４．在外連結子会社のOKAMOTO CORPORATIONは、建物を賃借しており年間の賃借料は、13百万円である。 

５．在外連結子会社のOKAMOTO(SINGAPORE)PTE,LTD.の土地は、シンガポール政府より賃借している。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1)重要な設備の新設等 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれていない。 

(2)重要な設備の除却等 

 特記すべき事項はない。 

  平成18年３月31日現在 

会社名(所在地) 
事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（人） 建物及び

構築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

OKAMOTO CORPORATION 

(米国)(注)４ 

工作機械 

半導体関連装置 
販売施設 2 6 

- 

(-) 
16 25 19 

OKAMOTO (SINGAPORE) PTE,

LTD. 

(シンガポール)(注)５ 

工作機械 生産設備 914 254 
- 

(-) 
23 1,191 233 

OKAMOTO (THAI)CO.,LTD. 

(タイ) 
工作機械 生産設備 694 398 

255 

(69,324) 
78 1,427 954 

OKAMOTO MACHINE TOOL  

EUROPE GMBH 

(ドイツ) 

工作機械 

半導体関連装置 
販売施設 1 1 

- 

(-) 
1 4 6 

会社名 

（事業所名） 
所在地 

事業の種類別セ

グメントの名称 
設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方

法 

着手及び完了予定年月 

完成後の増

加能力 総額 

(百万円) 

既支払額 

(百万円) 
着手 完了 

提出会社 群馬県安中市 
工作機械 

半導体関連装置 

クリーンルー

ム他 
98 － 自己資金  平成18年４月 平成18年６月 

超精密加工

に対応 

OKAMOTO

(THAI)

CO.,LTD. 

タイ 工作機械 鋳物工場増設 919 228 
借入金 

自己資金  
平成17年10月 平成18年７月 

生産能力は

125％増加 

OKAMOTO

(THAI)

CO.,LTD.  

タイ  工作機械 
機械加工設備

増強 
684 － 借入金  平成18年10月 平成19年３月 

生産能力は

30％増加 

OKAMOTO 

(SINGAPORE) 

PTE,LTD. 

シンガポール 工作機械 工場改修 80 － 借入金 平成18年２月 平成18年８月 
精密加工に

対応  

OKAMOTO 

(SINGAPORE) 

PTE,LTD. 

シンガポール 工作機械 生産設備更新 89 － リース 平成18年２月 平成18年６月 

更新工程の

生産能力は

20％増加  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めている。 

     なお、平成18年6月29日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、当該定めは削除された。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はない。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 資本準備金の減少は欠損填補によるものである。 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式334,392株は「個人その他」に334単元及び「単元未満株式の状況」に392株含めて記載してある。

なお、自己株式334,392株は株主名簿記載上の株式数であり期末日現在の実質的な所有株式数は332,392株で

ある。 

２．上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が6単元含まれている。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 180,000,000 

計 180,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年６月30日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 47,178,956 47,178,956 
東京証券取引所 

（市場第二部） 
－ 

計 47,178,956 47,178,956 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増減
額（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成16年６月29日 － 47,178,956 － 4,880 -1,535 － 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 16 38 60 28 2 6,731 6,875 － 

所有株式数（単元） － 9,753 1,422 5,218 3,032 7 26,613 46,045 1,133,956 

所有株式数の割合

（％） 
－ 21.18 3.09 11.33 6.58 0.02 57.80 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．三菱ＵＦＪ信託銀行㈱の所有株式数の内、信託業務に係る株式数はない。 

 ２．資産管理サービス信託銀行㈱（証券投資信託口）の所有株式数は、全て信託業務に係るものである。 

３．資産管理サービス信託銀行㈱は、上記のほか資産管理サービス信託銀行㈱（年金特金口）として515千株所

有している。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株(議決権の数6個)含まれてい

る。 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本証券金融㈱ 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－１０ 2,591 5.49 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 2,149 4.56 

技研㈱ 神奈川県綾瀬市小園１０６９番地１ 2,055 4.36 

細田 泰造 横浜市鶴見区 2,007 4.25 

オーエスジー㈱ 愛知県豊川市本野ヶ原３丁目２２ 1,375 2.91 

ニッセイ同和損害保険㈱ 大阪市北区西天満４丁目１５－１０ 1,194 2.53 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目４―５ 1,163 2.47 

モルガンホワイトフライヤー

ズエキュイティディリヴェイ

ティヴ（常任代理人 ㈱みず

ほコーポレート銀行） 

 902 MARKET STREET,WILMINGTON,DELAWAREDE 

 19801 USA 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

999 2.12 

岡本 勇 横浜市港北区 754 1.60 

資産管理サービス信託銀行㈱

（証券投資信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－１２晴海アイ

ランド トリトンスクエアオフィスタワー

Ｚ棟 

716 1.52 

合計   15,005 31.81 

平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 332,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 45,713,000 45,713 － 

単元未満株式 普通株式 1,133,956 － － 

発行済株式総数 47,178,956 － － 

総株主の議決権 － 45,713 － 



②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式が2,000株ある。なお、当該株

式数は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含まれている。 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はない。 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

㈱岡本工作機械製作所 
群馬県安中市郷原

２９９３番地 
332,000 － 332,000 0.7 

計 － 332,000 － 332,000 0.7 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はない。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 （注） 平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当社は、会社法第165条第２項の規定

により、取締役会の決議をもって自己株式を取得することができる。」旨を定款に定めております。 

３【配当政策】 

当社は、配当政策については、株主に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつとして位置づけ、内部留保との

バランスを考慮しつつ、安定的な配当を継続して行うことを基本方針としている。 

この方針に基づき、期末配当については、１株当たり５円とすることとした。 

なお、内部留保資金については、今後の製造・開発に見合った環境整備や生産拠点の充実に充当し、企業体質の一

層の強化と事業拡大のために有効に投資していく所存である。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 株価は東京証券取引所（市場第二部）の市場相場による。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は東京証券取引所（市場第二部）の市場相場による。 

  平成18年６月29日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円）

自己株式取得に係る決議 － － － 

回次 第103期 第104期 第105期 第106期 第107期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 224 107 426 387 756 

最低（円） 51 55 74 212 274 

月別 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月 平成18年３月 

最高（円） 422 494 605 756 744 678 

最低（円） 378 396 472 580 470 511 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式
数 

（千株） 

取締役会長   細田 泰造 昭和13年１月１日生 

昭和38年８月 U.S.A.ウエスタンミシガン州立大

学経済学部卒業 

昭和39年６月 ㈱泰和製作所取締役 

昭和42年１月 当社取締役経理部長 

昭和45年９月 当社取締役営業部長 

昭和47年11月 OKAMOTO CORPORATION代表取締役社

長 

昭和48年６月 当社常務取締役営業部長 

昭和48年12月 OKAMOTO(SINGAPORE) 

PTE,LTD.代表取締役社長 

昭和49年８月 当社常務取締役 

昭和51年４月 当社代表取締役社長 

昭和62年12月 OKAMOTO(THAI)CO.,LTD.代表取締役

社長 

平成元年５月 岡本工機㈱取締役会長 

平成３年７月 ㈱ニッショー代表取締役社長 

平成４年１月 OKAMOTO MACHINE TOOL EUROPE  

GMBH代表取締役社長 

平成６年12月 ㈱ニッショー取締役会長 

平成15年６月 技研㈱代表取締役会長 

平成15年６月 岡本工機㈱代表取締役会長 

平成16年６月 当社代表取締役会長 

平成17年６月 当社取締役会長（現） 

2,007 

代表取締役社

長 
  西本 實男 昭和22年１月２日生 

昭和46年３月 同志社大学工学部卒業 

昭和46年４月 当社入社 

平成５年６月 OKAMOTO(THAI)CO.,LTD.常務取締役

工場長 

平成12年４月 安中工場長 

平成13年６月 当社取締役安中工場長 

平成15年６月 当社取締役副社長兼安中工場長 

平成15年７月 当社取締役副社長兼営業・技術開

発・生産部門管掌兼安中工場長 

平成16年６月 当社代表取締役社長（現） 

10 

取締役副社長   小林 一雄 昭和20年４月８日生 

昭和39年３月 福井工業高等学校卒業 

昭和54年２月 芝山機械㈱入社 

昭和58年10月 同社取締役技術部長 

平成元年11月 同社常務取締役 

平成８年６月 当社常務取締役 

平成８年10月 当社常務取締役半導体事業本部長 

平成12年４月 当社常務取締役技術開発部担当 

平成13年６月 当社専務取締役技術開発管掌 

平成15年７月 当社専務取締役新規技術開発管掌 

平成16年６月 当社取締役副社長兼新規技術開発

管掌 

平成18年１月 当社取締役副社長（現） 

2 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式
数 

（千株） 

専務取締役   佐々木 栄治 昭和24年１月６日生 

昭和46年３月 青山学院大学経済学部経済学科卒

業 

昭和46年４月 当社入社 

平成12年10月 当社経営管理部総合企画担当部長 

平成13年６月 当社取締役経営管理部長兼子会社

関係管掌 

平成14年４月 当社取締役経営管理部長兼資材・

購買部長兼子会社関係管掌 

平成15年６月 当社常務取締役経営管理管掌兼子

会社関係管掌 

平成17年６月 当社専務取締役経営管理管掌兼子

会社関係管掌 

平成18年１月 当社専務取締役（現） 

10 

取締役 安中工場長 荒井 忠雄 昭和30年８月11日生 

昭和54年３月 明治大学工学部機械工学科卒業 

昭和54年４月 当社入社 

平成10年４月 OKAMOTO(SINGAPORE)PTE,LTD.取締

役 

平成15年７月 OKAMOTO(SINGAPORE)PTE,LTD.取締

役社長 

平成16年７月 当社安中工場長兼OKAMOTO(SINGAPO

RE)PTE,LTD.取締役社長 

平成17年６月 当社取締役安中工場長（現） 

2 

取締役 営業統括部長 伊藤 暁 昭和33年２月10日生 

昭和56年３月 明治大学工学部精密工学科卒業 

昭和56年４月 当社入社 

平成７年４月 当社シンガポール支店長 

平成15年７月 当社海外営業部長 

平成17年６月 当社取締役営業統括部長（現） 

5 

取締役   石井 常路 昭和31年11月26日生 

昭和54年３月 成蹊大学経済学部経営学科卒業 

昭和54年４月 当社入社 

昭和62年12月 OKAMOTO(THAI)CO.,LTD.取締役 

平成15年７月 OKAMOTO(THAI)CO.,LTD.取締役社長 

平成17年６月 当社取締役兼OKAMOTO(THAI)CO.,LT

D.取締役社長兼OKAMOTO(SINGAPOR

E)PTE,LTD.取締役社長（現） 

－ 

常勤監査役   親松 實 昭和６年７月１日生 

昭和26年３月 長野工業高等学校卒業 

昭和26年４月 当社入社 

昭和58年６月 当社取締役横浜工場長兼労務室部

長 

昭和58年11月 当社取締役厚木工場長兼労務室長 

昭和60年６月 当社取締役生産本部長 

昭和62年４月 岡本工機株式会社代表取締役社長 

平成15年６月 岡本工機株式会社顧問 

平成16年６月 当社監査役（現） 

0 

常勤監査役   柳井 省三 昭和25年５月11日生 

昭和49年３月 横浜市立大学商学部卒業 

昭和49年４月 日本信託銀行株式会社入社 

平成11年６月 同社本店営業第四部部長 

平成11年10月 同社本店不動産財管営業部 

平成13年10月 三菱信託銀行株式会社 日本橋不

動産・グループ営業部副部長 

平成15年４月 同社東京西営業第1部長 

平成15年10月 同社営業第7部長 

平成16年６月 当社監査役（現） 

－ 

 



 （注） 監査役柳井省三、赤池輝弘、五十嵐芳男は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」である。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式
数 

（千株） 

監査役   赤池 輝弘 昭和22年11月23日生 

昭和46年３月 神戸大学法学部卒業 

昭和46年４月 同和火災海上保険株式会社入社 

平成13年６月 ニッセイ同和損害保険株式会社取

締役東北支店統括支店長 

平成14年４月 同社取締役横浜支店統括支店長 

平成16年４月 同社取締役リスクマネジメント事

業部担当役員付部長（フェニック

スリスク総合研究株式会社常務取

締役） 

平成16年６月 当社監査役（現） 

平成17年６月 フェニックスリスク総合研究株式

会社代表取締役社長（現） 

－ 

監査役   五十嵐 芳男 大正15年６月５日生 

昭和26年11月 司法試験合格 

昭和28年４月 中央大学法学部卒業 

昭和30年４月 弁護士開業 

昭和43年11月 当社顧問 

昭和46年５月 当社監査役（現） 
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        計 2,070 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方) 

当社は、コーポレート・ガバナンスが有効に機能することが求められている中、株主に対して一層の経営の透明

性を高めるため、公正な経営を実現することを最優先にしている。経営内容の公平性と透明性を高めるため、内部

統制システムの整備に取り組むとともに、積極的かつ迅速な情報開示に努め、インターネットを通じての財政情報

の提供を行なうなど幅広い情報開示に努めている。 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の基本説明 

当社は監査役制度を採用しており、取締役会は７名の取締役で構成し、経営の基本方針、法令で定められた事

項や、そのほか経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行状況を監督する機関と位置付けている。監

査役は４名で、取締役の業務執行について、厳正な監視を行っている。具体的には、毎月の取締役会や重要な会

議に出席し、監査を実施している。 

② 会社の機関・内部統制の関係 

③ 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 当社の経営上の重要事項は、経営会議にて審議し取締役会にて決裁される仕組みになっており、監査役会がこ

れを監督し、公正な経営の実現に向けた組織体制を採っている。 

④ 内部監査及び監査役監査の状況 

 監査役４名のうち２名は常勤監査役として常時勤務し、非常勤監査役２名も取締役会に毎月出席するなど、取

締役の職務執行を十分に監視できる体制になっており、各事業所への監査も定期的に行っている。内部監査につ

いては、現在、組織上内部監査を担当する部門の設置はしていないが、経営管理部を中心に適正な業務執行がな

されているか各部門・監査役間で定期的に確認をしている。また、監査役は、会計監査人より半年毎に会計監査

の方法と結果の報告を受けるなど、相互連携に努めている。 

⑤ 会計監査の状況 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士はあずさ監査法人に属しており、業務を執行した公認会計士の氏

名、監査業務にかかる補助者の構成については以下のとおりである。また、同監査法人及び当社監査に従事する

業務執行社員と当社との間には特別の利害関係はない。 

業務を執行した公認会計士の氏名 

 指定社員 業務執行社員 高橋 宏 

 指定社員 業務執行社員 原田 一 

監査業務に係る補助者の構成 

 公認会計士 ５人     会計士補 ４人      



⑥ 社外取締役及び社外監査役との関係 

 当社では社外取締役を選任していない。今後、経営の透明性・客観性等をより高めるために社外取締役の登用

を検討していきたいと考えている。 

 社外監査役３名は、就任前に当社の役員又は使用人になったことがない外部からの招聘であり、客観的な立場

で監督機関として機能している。なお、社外監査役の五十嵐芳男氏が弁護士であることから、必要に応じてアド

バイスを受けている。 

(2) リスク管理体制の整備の状況 

当社のリスク管理体制は、企業価値に影響を与える広範なリスクのうち、経営戦略に関する意思決定など経営判

断に関するリスクについては、必要に応じて弁護士など外部の専門家の助言を受け、関係部門において分析、検討

を行っている。製造・販売に関するリスクについては、その対象に応じた担当の取締役を中心に日常的なリスク管

理を実施し、迅速に対処できるよう情報の共有に努めている。また、コンプライアンスについては、弁護士より適

宜アドバイスを受ける体制を整えている。 

(3) 役員報酬の内容 

当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりである。 

上記金額には役員に対する賞与及び退職慰労金は含まれていない。 

(4) 監査報酬の内容 

当社のあずさ監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第2条第1項に規定する業務に基づく報酬は、

29百万円であり、それ以外の業務に基づく報酬はない。 

役員報酬：   

取締役に支払った報酬 114百万円

監査役に支払った報酬 24百万円

計 138百万円



第５【経理の状況】 

１.連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書き

により、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きによ

り、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

２.監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及

び前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、あ

ずさ監査法人により監査を受けている。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金 ※2 4,413 3,889 

２．受取手形及び売掛金 ※2 8,216 12,404 

３．たな卸資産 ※2 7,014 6,860 

４．繰延税金資産   381 350 

５．未収入金  23 98 

６．その他  261 230 

貸倒引当金  -60 -86 

流動資産合計  20,249 71.7 23,747 70.3

Ⅱ 固定資産    

１. 有形固定資産    

(1) 建物及び構築物 ※2 8,095 9,560   

減価償却累計額  4,876 3,219 5,171 4,388 

(2) 機械装置及び運搬具 ※2 9,976 10,086   

減価償却累計額  8,504 1,471 8,481 1,604 

(3) 工具器具備品 ※2 2,489 2,765   

減価償却累計額  2,231 258 2,386 378 

(4) 土地 ※2 1,968 1,476 

(5) 建設仮勘定  331 764 

有形固定資産合計  7,249 25.6 8,613 25.5

２．無形固定資産    

(1) その他  47 55 

無形固定資産合計  47 0.2 55 0.2

３．投資その他の資産    

(1) 投資有価証券 ※1,2 363 480 

(2) 長期貸付金  37 63 

(3) その他 ※1 368 844 

貸倒引当金  -65 -26 

投資その他の資産合計  704 2.5 1,363 4.0

固定資産合計  8,002 28.3 10,032 29.7

資産合計  28,251 100.0 33,780 100.0 

     
 



   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形及び買掛金  5,199 5,407 

２．短期借入金 ※2 9,013 6,091 

３．一年以内に返済予定の
長期借入金 

※2 848 2,003 

４．未払法人税等  863 728 

５．賞与引当金  219 277 

６．その他  1,005 1,603 

流動負債合計  17,149 60.7 16,113 47.7

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金 ※2 3,648 7,698 

２．退職給付引当金  1,147 1,158 

３．役員退職引当金  477 344 

４．その他  129 296 

固定負債合計  5,403 19.1 9,498 28.1

負債合計  22,552 79.8 25,611 75.8

（少数株主持分）    

少数株主持分  － － － －

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※4 4,880 17.3 4,880 14.4

Ⅱ 利益剰余金  2,410 8.5 4,578 13.6

Ⅲ その他有価証券評価差額
金 

 64 0.2 133 0.4

Ⅳ 為替換算調整勘定  -1,326 -4.7 -1,062 -3.1

Ⅴ 自己株式 ※5 -329 -1.1 -360 -1.1

資本合計  5,699 20.2 8,168 24.2

負債・少数株主持分及び
資本合計 

 28,251 100.0 33,780 100.0 

     



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高  26,099 100.0 30,168 100.0 

Ⅱ 売上原価   18,149 69.5 21,825 72.4

売上総利益  7,949 30.5 8,342 27.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 4,160 16.0 4,557 15.1

営業利益  3,789 14.5 3,785 12.5

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  14 25   

２．受取配当金  4 4   

３．投資有価証券売却益  10 0   

４．受取賃貸料  16 14   

５．為替差益  8 129   

６．雑収入  59 115 0.4 96 270 0.9

  
Ⅴ 営業外費用 

   

１．支払利息  444 397   

 ２．支払手数料  － 30   

３．雑損失  59 503 1.9 24 452 1.5

経常利益  3,401 13.0 3,603 11.9

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益 ※３ 6 3   

２．貸倒引当金戻入益   7 8   

３．役員退職引当金戻入益  － 13 0.1 128 139 0.5

     

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産処分損 ※４ 108 24   

 ２．たな卸資産処分損   － 184   

 ３．減損損失 ※５ － 461   

４．貸倒損失  － 108 0.4 8 678 2.2

税金等調整前当期純利
益 

 3,306 12.7 3,064 10.2

法人税、住民税及び事
業税 

 840 1,060   

過年度法人税等  － 88   

法人税等調整額  -391 448 1.7 -185 962 3.2

当期純利益  2,857 11.0 2,102 7.0

      



③【連結剰余金計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  1,535  －

Ⅱ 資本剰余金減少高   

１．欠損填補のための資本
準備金取崩額 

 1,535 1,535 － －

Ⅲ 資本剰余金期末残高  －  －

    

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  -1,982  2,410

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１．当期純利益  2,857 2,102 

２．資本剰余金取崩による
増加高 

 1,535 － 

３．在外子会社固定資産評
価替 

 － 4,392 65 2,167

Ⅲ 利益剰余金期末残高  2,410  4,578

    



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 3,306 3,064 

減価償却費 641 691 

減損損失 － 461 

退職給付引当金の増減額（減少-） 89 10 

役員退職引当金の増減額（減少-） 18 -133 

賞与引当金の増減額（減少-） 58 55 

貸倒引当金の増減額（減少-） -5 31 

受取利息及び受取配当金 -19 -29 

支払利息 444 397 

支払手数料 － 30 

為替差損益（差益-） -40 -102 

固定資産処分損益（益-） 102 20 

投資有価証券売却損益（益-） -10 -0 

売上債権の増減額（増加-） -78 -4,126 

たな卸資産の増減額（増加-） -2,016 309 

その他の資産の増減額（増加-） -76 19 

仕入債務の増減額（減少-） 2,265 -127 

未払消費税等の増減額（減少-） -66 44 

その他の負債の増減額（減少-） -160 -36 

小計 4,451 581 

利息及び配当金の受取額 18 25 

利息の支払額 -441 -400 

法人税等の支払額 -158 -1,262 

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,869 -1,056 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 -360 -2,122 

定期預金の払戻による収入 800 1,322 

有価証券の売却による収入 49 － 

有形固定資産の取得による支出 -701 -1,375 

有形固定資産の売却による収入 6 134 

無形固定資産の取得による支出 -10 -21 

投資有価証券の取得による支出 -25 -2 

投資有価証券の売却による収入 47 0 

貸付けによる支出 -3 -64 

貸付金の回収による収入 5 45 

長期前払費用の増加による支出 -38 -14 

その他 -52 -85 

投資活動によるキャッシュ・フロー -280 -2,182 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額 -5,777 -3,001 

長期借入れによる収入 4,101 6,400 

長期借入金の返済による支出 -617 -1,230 

手数料の支払による支出 － -152 

自己株式の取得による支出 -23 -31 

その他 － -55 

財務活動によるキャッシュ・フロー -2,317 1,928 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 30 86 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 1,301 -1,223 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,706 4,008 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 4,008 2,784 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社（７社）は、下記のとおりで

ある。 

OKAMOTO CORPORATION 

OKAMOTO (SINGAPORE) PTE,LTD. 

岡本工機㈱ 

OKAMOTO (THAI) CO.,LTD. 

㈱ニッショー 

OKAMOTO MACHINE TOOL EUROPE GMBH 

技研㈱ 

また、非連結子会社㈱グラインデックス

コーポレーション、㈱エム・シー・エ

ス、OKAMOTO ENGINEERING CO., LTD.、岡

本工機（常州）有限公司の４社は、いず

れも小規模会社であり、合計の総資産・

売上高・当期純損益及び利益剰余金等は

小規模であり、連結財務諸表に重要な影

響を及ぼさないため、連結の範囲より除

外している。 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

２．持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社㈱グラインデックスコーポ

レーション、㈱エム・シー・エス、 

OKAMOTO ENGINEERING CO.,LTD.、岡本工

機（常州）有限公司の４社は、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余金等

（持分に見合う額）に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要性がない

ため、持分法の適用を除外している。 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の決算日は、すべて連結決算

日（３月31日）と同一である。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

……移動平均法による原価法 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

……同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

……連結会計期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……同左 

  時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

……同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  デリバティブ 

……時価法 

デリバティブ 

……同左 

  たな卸資産 

製品・商品 

……当社及び国内連結子会社 

機械本体は原則として個別法

による原価法 

附属品その他は主として移動

平均法による原価法 

たな卸資産 

製品・商品 

……同左 

  在外連結子会社 

主として先入先出法並びに個

別法による低価法 

  

  原材料・貯蔵品 

……当社及び国内連結子会社 

主として移動平均法による原

価法 

原材料・貯蔵品 

……同左 

  在外連結子会社 

主として先入先出法による低

価法 

  

  仕掛品 

……当社及び国内連結子会社 

主として個別法による原価法 

仕掛品 

……同左 

  在外連結子会社 

主として先入先出法による低

価法 

  

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産 

当社 

……定額法 

有形固定資産 

当社 

……同左 

  在外連結子会社 

……定額法 

在外連結子会社 

……同左 

  国内連結子会社 

……定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物（建物附属設備は

除く）については、定額法 

国内連結子会社 

……同左 

  なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっている。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  無形固定資産及び長期前払費用 

当社及び国内連結子会社 

……定額法 

ただし、自社利用のソフトウェ

アの減価償却の方法については

社内における利用可能期間(５年

間)に基づく定額法によってい

る。一方、市場販売目的のソフ

トウェアについては見込販売数

量に基づく償却額と、残存見込

販売有効期間に基づく均等償却

額との、いずれか大きい金額を

計上している。なお、当連結会

計年度末における見込販売有効

期間は３年としている。 

無形固定資産及び長期前払費用 

当社及び国内連結子会社 

……同左 

  在外連結子会社 

……定額法 

在外連結子会社 

……同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

当社及び国内連結子会社 

……債権の貸倒れによる損失に備え

るため一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上している。 

貸倒引当金 

当社及び国内連結子会社 

……同左 

  在外連結子会社 

……個別に検討して得た損失見込額

を計上している。 

在外連結子会社 

……同左 

  賞与引当金 

……従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額を計上している。 

賞与引当金 

……同左 

  退職給付引当金 

……当社及び国内連結子会社につい

て、従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。 

なお、数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定

年数(15年)による定額法により按

分した額を、それぞれ発生の翌連

結会計年度より費用処理すること

としている。 

退職給付引当金 

……同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  役員退職引当金 

……役員の退職慰労金の支給に充てる

ため、役員退職慰労金規程に基づ

き、期末要支給額を計上してい

る。 

役員退職引当金 

……同左 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

る。 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方

法 

ヘッジ会計の方法 

……金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしているので、特

例処理を採用している。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金利息 

ヘッジ方針 

……当社の内部規程である「市場リス

ク管理規程」に基づき、金利変動

リスクをヘッジしている。 

ヘッジの有効性評価の方法 

……金利スワップの特例処理の要件を

満たしているため、有効性の評価

を省略している。 

ヘッジ会計の方法 

……同左 

  

  

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……同左 

ヘッジ対象……同左 

ヘッジ方針 

……同左 

  

  

ヘッジの有効性評価の方法 

……同左 

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

……税抜方式によっている。 

消費税等の会計処理 

……同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用している。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定の償却については、一括償

却を行っている。 

該当事項はない。 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について連結会計年度中に確定した利

益処分に基づいて作成している。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっている。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

会計処理の変更 

表示方法の変更 

追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日） 

 ──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

   当連結会計年度から、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会議 平成14年8月9日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用している。 

 これにより税金等調整前当期純利益が461百万円減少し

ている。 

 なお、セグメント情報に与える影響については、当該箇

所に記載している。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（連結貸借対照表）  ────── 

 「繰延税金資産」は前連結会計年度まで、流動資産の

「その他」に含めて表示していたが、当連結会計年度にお

いて、資産の総額の100分の1を超えたため区分掲記した。

 なお、前連結会計年度末の流動資産の「その他」に含ま

れる「繰延税金資産」は7百万円である。 

  

  

（連結損益計算書）  ────── 

 「貸倒引当金戻入益」は前連結会計年度まで特別損益の

「その他」に含めて表示していたが、特別利益の総額の

100分の10を超えたため区分掲記した。 

 なお、前連結会計年度における「貸倒引当金戻入益」の

金額は4百万円である。 

  

  

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （法人事業税における外形標準課税部分の連結損益計算

書上の表示方法） 

 ────── 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実

務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資

本割36百万円については、販売費及び一般管理費に計上し

ている。 

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（平成18年３月31日） 

※１．非連結子会社に対するものは次のとおりである。 

 （百万円）

投資有価証券（株式） 126

その他（出資金） 41

※１．非連結子会社に対するものは次のとおりである。 

 （百万円）

投資有価証券（株式） 126

その他（出資金） 141

※２．担保資産 

担保に供している資産（簿価）は次のとおりであ

る。 

※２．担保資産 

担保に供している資産（簿価）は次のとおりであ

る。 

 （百万円）

現金及び預金 50

受取手形及び売掛金 1,791

たな卸資産 560

建物及び構築物 1,575

機械装置及び運搬具 835

工具器具備品 23

土地 1,966

投資有価証券 133

合計 6,936

 （百万円）

現金及び預金 300

受取手形及び売掛金 898

たな卸資産 538

建物及び構築物 2,090

機械装置及び運搬具 940

工具器具備品 23

土地 1,474

投資有価証券 179

合計 6,444

また、上記担保資産の他、安中工場財団形成物件

は下記のとおりである。 

また、上記担保資産の他、安中工場財団形成物件

は下記のとおりである。 

 （百万円）

建物及び構築物 1,606

機械装置及び運搬具 427

工具器具備品 124

合計 2,158

 （百万円）

建物及び構築物 2,135

機械装置及び運搬具 415

工具器具備品 157

合計 2,708

上記の担保資産に対する債務は次のとおりであ

る。 

上記の担保資産に対する債務は次のとおりであ

る。 

 （百万円）

短期借入金 8,890

長期借入金 4,496

（一年内返済予定額を含む） 

割引手形 129

銀行保証 34

合計 13,551

 （百万円）

短期借入金 6,091

長期借入金 6,457

（一年内返済予定額を含む） 

割引手形 248

銀行保証 55

合計 12,853

 （百万円）

３．受取手形割引高 256

受取手形裏書譲渡高 1,328

 （百万円）

３．受取手形割引高 248

受取手形裏書譲渡高 1,443

※４．発行済株式総数 

当社の発行済株式総数は、普通株式47,178,956株

である。 

※４．発行済株式総数 

当社の発行済株式総数は、普通株式47,178,956株

である。 

※５．自己株式数 

連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

数は、普通株式2,314,196株である。 

※５．自己株式数 

連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

数は、普通株式2,387,485株である。 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりである。 

※１．販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりである。 

  （百万円）

荷造発送費 599

給料手当 948

賞与引当金繰入額 169

退職給付費用 84

役員退職引当金繰入額 35

減価償却費 40

貸倒引当金繰入額 2

  （百万円）

荷造発送費 707

給料手当 1,140

賞与引当金繰入額 91

退職給付費用 100

役員退職引当金繰入額 32

減価償却費 50

貸倒引当金繰入額 18

※２．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費       

（百万円） 

32 

なお、当期製造費用に含まれるものはない。 

※２．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費       

（百万円） 

56 

なお、当期製造費用に含まれるものはない。 

※３．固定資産売却益の内主なものは、機械装置及び運

搬具6百万円である。 

※３．固定資産売却益の内主なものは、機械装置及び運

搬具2百万円である。 

※４．固定資産処分損の内主なものは、建物及び構築物

66百万円、機械装置及び運搬具42百万円である。 

※５．       ────── 

※４．固定資産処分損の内主なものは、機械装置及び運

搬具22百万円である。 

※５．減損損失 

 当社グループは、事業所を単位として資産のグル

ーピングを行っている。ただし、賃貸資産及び遊休

資産等については、物件ごとに収支把握可能である

ため、個々に独立した資産グループとしている。 

 資産時価の著しい下落等により、当社グループは

当連結会計年度において、以下の賃貸資産グループ

及び遊休資産グループの帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失（461百万円）とし

て特別損失に計上した。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売

却価額により測定しており、正味売却価額について

は、路線価に合理的な調整を行って算出した金額に

より評価している。 

用途 場所 種類 
減損損失 
(百万円) 

賃貸資産 群馬県安中市 土地 59 

  東京都小金井市 土地 235 

  茨城県ひたちなか市 土地 141 

遊休資産等 群馬県碓氷郡 土地 25 

 計     461 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） 

  （百万円）

現金及び預金勘定 4,413 

預入期間が３カ月を超える定期預金 -380 

当座借越 -24 

現金及び現金同等物 4,008 

  （百万円）

現金及び預金勘定 3,889 

預入期間が３カ月を超える定期預金 -1,105 

現金及び現金同等物 2,784 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及び運搬具 293 209 84

工具器具備品 95 42 52

（無形固定資産） 
その他 

18 0 17

合計 407 252 154

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及び運搬具 171 123 48

工具器具備品 175 46 128

（無形固定資産） 
その他 

37 8 29

合計 384 178 206

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。 

同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

（百万円） （百万円） 

１年内 60 

１年超 94 

合計 154 

１年内 56 

１年超 149 

合計 206 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が、有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ている。 

同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

（百万円） （百万円） 

支払リース料 71 

減価償却費相当額 71 

支払リース料 72 

減価償却費相当額 72 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

（注）減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損

処理を行っている。 

２ 前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

            

株式 124 233 108 125 350 225 

債券 － － － － － － 

国債・地方債

等 
－ － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

小計 124 233 108 125 350 225 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

            

株式 1 0 -0 1 0 -0 

債券 － － － － － － 

国債・地方債

等 
－ － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

小計 1 0 -0 1 0 -0 

合計 125 234 108 127 351 224 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

売却額（百万円） 
売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

47 10 － 0 0 － 



３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券     

非上場株式 2 2 

合計 2 2 



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

２ 取引の時価等に関する事項 

  

 前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

該当事項はない。 

なお、金利スワップ取引を行なっているが、ヘッジ会計を適用しているため注記の対象から除いている。 

  

 当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

該当事項はない。 

 なお、金利スワップ取引を行なっているが、ヘッジ会計を適用しているため注記の対象から除いている。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）取引の内容 

利用しているデリバティブ取引は、金利関連では金利

スワップ取引である。 

(1）取引の内容 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

デリバティブ取引は将来の金利の変動によるリスク回

避を目的としており、投機的な取引は行わない方針であ

る。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引の利用目的 

デリバティブ取引は、金利関連では借入金利の将来の

金利市場における利率上昇による変動リスクを回避する

目的で利用している。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ている。  

ヘッジ会計の方法 

……特例処理を採用している。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金利息 

ヘッジ方針 

……当社の内部規程である「市場リスク管理規程」

に基づき、金利変動リスクをヘッジしている。 

ヘッジの有効性評価の方法 

……金利スワップの特例処理の要件を満たしている

ため、有効性の評価を省略している。 

(3）取引の利用目的 

同左 

(4）取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクはほ

とんどないと認識している。 

(4）取引に係るリスクの内容 

同左  

(5）取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の執行・管理については、社内ルー

ルに従い資金担当部門が決裁担当者の承認を得て行って

いる。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同左  

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

取引の時価等に関する事項についての契約額等は、デ

リバティブ取引における名目的な契約額であり、当該金

額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すもの

ではない。 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

同左  



（退職給付関係） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を採用している。

 また、このほかに当社及び一部の国内連結子会社では、国の厚生年金保険の代行部分を含む総合設立型の厚生

年金基金である日本工作機械関連工業厚生年金基金に加入している。 

２ 退職給付債務に関する事項 

 （注）１．国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。 

２．上記のほか、厚生年金保険の代行部分を含む総合型の厚生年金基金に係る年金資産があり、年金掛金拠出割

合で計算した年金資産額は前連結会計年度1,621百万円、当連結会計年度1,965百万円となっている。 

３ 退職給付費用に関する事項 

 （注） 簡便法を採用している国内連結子会社の退職給付費用を含んでいる。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

(1)退職給付債務（百万円） -2,085 -2,150 

(2)年金資産（百万円） 346 426 

(3)未積立退職給付債務（百万円）(1)＋(2) -1,738 -1,723 

(4)未認識数理計算上の差異（百万円） 591 565 

(5)連結貸借対照表計上額純額（百万円）(3)+(4) -1,147 -1,158 

(6)前払年金費用（百万円） － － 

(7)退職給付引当金（百万円）(5)-(6) -1,147 -1,158 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1)勤務費用（百万円）（注） 150 164 

(2)利息費用（百万円） 31 28 

(3)期待運用収益（百万円） -3 -4 

(4)数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 42 48 

(5)厚生年金基金拠出額（百万円） 71 91 

(6)退職給付費用（百万円）(1)+(2)+(3)+(4)+(5) 291 328 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

(1)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(2)割引率（％） 2.0% 同左 

(3)期待運用収益率（％） 3.0%   2.5% 

(4)数理計算上の差異の処理年数（年） 15年 同左 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  （百万円）

(繰延税金資産）  

たな卸資産評価損否認 371

貸倒引当金損金算入限度超過額 43

退職給付引当金 456

役員退職引当金 193

未実現利益 119

有価証券評価損否認 16

繰越欠損金 389

その他 327

繰延税金資産小計 1,917

評価性引当額 -1,393

繰延税金資産合計 523

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 -44

固定資産圧縮積立金 -122

その他 -3

繰延税金負債合計 -170

繰延税金資産の純額 352

  （百万円）

(繰延税金資産）  

たな卸資産評価損否認 429 

貸倒引当金損金算入限度超過額 33 

退職給付引当金 467 

役員退職引当金 139 

未実現利益 142 

有価証券評価損否認 11 

繰越欠損金 240 

その他 390 

繰延税金資産小計 1,853 

評価性引当額 -1,084 

繰延税金資産合計 769 

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 -91 

固定資産圧縮積立金 -123 

その他 -71 

繰延税金負債合計 -286 

繰延税金資産の純額 482 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  （％） 

法定実効税率 40.4 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4 

住民税均等割等 0.5 

海外連結子会社の適用税率差 -2.6 

評価性引当額 -17.6 

その他 -7.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 13.6 

  （％） 

法定実効税率 40.4 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5 

住民税均等割等 0.5 

海外連結子会社の適用税率差 -2.1 

評価性引当額 -10.1 

その他 2.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.4 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上設定している売上集計区分によっている。 

２．各事業の主な製品 

(1) 工作機械……………研削盤、歯車機械及び歯車 

(2) 半導体関連装置……半導体・電子部品加工研削盤、ガラス基板研磨装置、スライシングマシン 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前連結会計年度533百万円、当

連結会計年度649百万円である。その主なものは、親会社本社の管理部門に係わる費用である。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度3,695百万円、当連結会計年

度3,268百万円である。その主なものは、親会社での余資運用資金（現金預金)、長期投資資金（投資有価証

券)及び管理部門が使用する有形固定資産等である。 

  
工作機械 
（百万円） 

半導体関連装
置（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高 16,047 10,052 26,099 － 26,099 

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高 
41 － 41 (41) － 

計 16,089 10,052 26,141 (41) 26,099 

営業費用 13,140 8,673 21,814 495 22,310 

営業利益 2,948 1,378 4,327 (537) 3,789 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 
          

資産 15,973 8,586 24,559 3,692 28,251 

減価償却費 488 145 633 7 641 

資本的支出 513 232 746 4 750 

  
工作機械 
（百万円） 

半導体関連装
置（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高 18,323 11,845 30,168 － 30,168 

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高 
221 8 230 (230) － 

計 18,545 11,853 30,398 (230) 30,168 

営業費用 15,037 10,926 25,963 419 26,382 

営業利益 3,507 927 4,435 (649) 3,785 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
          

資産 19,339 11,178 30,518 3,261 33,780 

減価償却費 526 159 685 5 691 

減損損失 411 49 461 － 461 

資本的支出 1,559 770 2,329 1 2,330 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．国または地域は、地理的近接度により区分している。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりである。 

(1) 北米……………アメリカ 

(2) 東南アジア……シンガポール、タイ 

(3) ヨーロッパ……ドイツ 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前連結会計年度533百万円、当

連結会計年度649百万円である。その主なものは、親会社本社の管理部門に係わる費用である。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度3,695百万円、当連結会計年

度3,268百万円である。その主なものは、親会社での余資運用資金（現金預金）、長期投資資金（投資有価

証券）及び管理部門が使用する有形固定資産等である。 

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
東南アジア 
（百万円） 

ヨーロッパ 
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1)外部顧客に対する売上高 23,061 1,437 951 650 26,099 － 26,099 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
1,545 15 3,688 0 5,250 (5,250) － 

計 24,606 1,452 4,640 650 31,350 (5,250) 26,099 

営業費用 21,109 1,340 4,022 638 27,111 (4,801) 22,310 

営業利益 3,497 111 617 11 4,238 (449) 3,789 

Ⅱ 資産 21,839 1,015 4,475 331 27,662 589 28,251 

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
東南アジア 
（百万円） 

ヨーロッパ 
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1)外部顧客に対する売上高 26,361 2,152 1,107 547 30,168 － 30,168 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
2,271 16 4,758 2 7,048 (7,048) － 

計 28,632 2,168 5,866 549 37,217 (7,048) 30,168 

営業費用 25,084 1,945 5,091 581 32,703 (6,320) 26,382 

営業損益 3,548 222 774 -32 4,513 (728) 3,785 

Ⅱ 資産 27,246 1,698 5,958 255 35,158 (1,378) 33,780 



【海外売上高】 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分している。 

２．各区分に属する主な地域の内訳は次のとおりである。 

(1)北米……………アメリカ 

(2)アジア…………タイ、シンガポール、台湾、中国、韓国 

(3)ヨーロッパ……ドイツ、イタリア、フランス、ハンガリー 

(4)その他…………ニュージーランド、南アフリカ、オーストラリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分している。 

２．各区分に属する主な地域の内訳は次のとおりである。 

(1)北米……………アメリカ 

(2)アジア…………韓国、台湾、中国、タイ、マレーシア、シンガポール 

(3)ヨーロッパ……ドイツ、ブルガリア、イタリア、イギリス 

(4)その他…………オーストラリア、南アフリカ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

 （注）１．取引金額には、消費税等が含まれていない。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等は、弁護士報酬規程に基づいている。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

 （注）１．取引金額には、消費税等が含まれていない。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等は、弁護士報酬規程に基づいている。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  北米 アジア ヨーロッパ その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 1,527 7,366 704 92 9,690 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － － 26,099 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合(％) 
5.8 28.2 2.7 0.4 37.1 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  北米 アジア ヨーロッパ その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 2,334 10,911 616 109 13,972 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － － 30,168 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合(％) 
7.7 36.2 2.0 0.4 46.3 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 五十嵐 芳男 － － 当社監査役 
(被所有) 

直接 0.1% 
－ － 弁護士報酬 6 － － 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 五十嵐 芳男 － － 当社監査役 
(被所有) 

直接 0.1% 
－ － 弁護士報酬 6 － － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

（重要な後発事象） 

該当事項はない。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 127円03銭

１株当たり当期純利益 63円63銭

１株当たり純資産額    181円60銭

１株当たり当期純利益  46円12銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在していないため記載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在していないため記載していない。 

  
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益（百万円） 2,857 2,102 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － 35 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (35) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,857 2,067 

期中平均株式数（千株） 44,905 44,826 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はない。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載している。 

２．長期借入金（1年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後、５年間の返済予定額は以下のとおりで

ある。 

(2）【その他】 

 特記すべき事項はない。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 9,013 6,091 2.46 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 848 2,003 2.33 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 3,648 7,698 2.09 平成19年～平成35年

その他の有利子負債 － － － － 

合計 13,510 15,794 － － 

区分 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 2,891 943 2,837 415 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  1,924 1,604 

２．受取手形  1,028 856 

３．売掛金 ※1,6 6,276 10,805 

４．製品及び商品  601 792 

５．原材料  744 658 

６．仕掛品  3,489 2,940 

７．貯蔵品  79 123 

８．前払費用  102 141 

９. 繰延税金資産  240 276 

10．関係会社短期貸付金  1,092 1,165 

11．未収入金  62 135 

12．その他  84 9 

  貸倒引当金  -37 -46 

流動資産合計  15,690 64.8 19,463 62.4

 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産    

(1) 建物 ※1 5,114 5,920   

減価償却累計額  3,338 1,776 3,493 2,426 

(2) 構築物 ※1 370 374   

減価償却累計額  311 59 317 56 

(3) 機械装置 ※1 3,682 3,386   

減価償却累計額  3,253 429 2,968 417 

(4) 車輌運搬具  5 3   

減価償却累計額  5 0 3 0 

(5) 工具器具備品 ※1 1,487 1,599   

減価償却累計額  1,344 142 1,390 209 

(6) 土地 ※1 1,094 1,009 

(7) 建設仮勘定  280 535 

 有形固定資産合計  3,782 15.6 4,654 14.9

２．無形固定資産    

(1) ソフトウェア  30 37 

(2) その他  12 12 

 無形固定資産合計  42 0.2 50 0.2

３．投資その他の資産    

(1) 投資有価証券 ※1 124 181 

(2) 関係会社株式  6,661 6,661 

(3) 関係会社出資金  160 160 

(4) 関係会社長期貸付金  1,426 2,115 

(5) 長期前払費用  44 122 

(6) その他の投資   204 243 

    貸倒引当金  -940 -495 

    関係会社投資損失引
当金 

 -2,976 -1,978 

投資その他の資産合計  4,704 19.4 7,009 22.5

固定資産合計  8,530 35.2 11,714 37.6

資産合計  24,220 100.0 31,177 100.0 

     
 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形 ※6 2,755 3,286 

２．買掛金 ※6 3,041 3,063 

３．短期借入金 ※1 4,786 3,889 

４．一年以内に返済予定の
長期借入金 

※1 669 1,732 

５．未払金  465 933 

６．未払費用  125 98 

７．未払法人税等  648 513 

８．未払消費税等  － 29 

９．前受金  7 0 

10．預り金  40 43 

11．賞与引当金  111 150 

流動負債合計  12,652 52.2 13,741 44.1

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金 ※1 2,996 6,409 

２．繰延税金負債  26 81 

３．退職給付引当金  665 662 

４．役員退職引当金  429 312 

５．債務保証損失引当金  423 300 

６．関係会社事業損失引当
金 

 104 71 

固定負債合計  4,643 19.2 7,836 25.1

負債合計  17,296 71.4 21,577 69.2

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※2 4,880 20.1 4,880 15.7

Ⅱ 利益剰余金    

１．当期未処分利益  2,050 4,724   

利益剰余金合計  2,050 8.5 4,724 15.2

Ⅲ その他有価証券評価差額
金 

※8 38 0.2 72 0.2

Ⅳ 自己株式 ※3 -45 -0.2 -77 -0.3

資本合計  6,923 28.6 9,600 30.8

負債・資本合計  24,220 100.0 31,177 100.0 

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   21,112 100.0 25,091 100.0 

Ⅱ 売上原価    

１．期首製品及び商品たな
卸高 

 758 601   

２．当期製品製造原価   11,914 15,028   

３．当期商品仕入高 ※3 3,938 5,026   

合計  16,611 20,656   

４．他勘定振替高  7 11   

５．期末製品及び商品たな
卸高 

 601 16,001 75.8 792 19,852 79.1

売上総利益  5,111 24.2 5,239 20.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 3,066 14.5 3,252 13.0

営業利益  2,044 9.7 1,986 7.9

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息 ※3 54 73   

２．受取配当金  3 3   

３．投資有価証券売却益  10 0   

４．受取賃貸料   25 14   

５．為替差益   － 128   

６．雑収入 ※3 93 188 0.8 109 329 1.3

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  248 244   

２．支払手数料  － 30   

３．賃貸資産諸経費  18 12   

４．為替差損  5 －   

５．雑損失  29 302 1.4 7 295 1.1

経常利益  1,929 9.1 2,021 8.1

 



   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益 ※4 244 －   

２. 役員退職引当金戻入益   － 128   

３．関係会社投資損失引当
金戻入益  

※5 728 997   

４．債務保証損失引当金戻
入益 

※6 20 123   

５．関係会社事業損失引当
金戻入益 

※7 2 32   

６．貸倒引当金戻入益 ※8 224 1,219 5.8 411 1,693 6.7

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産売却損 ※9 26 8   

２．固定資産廃却損 ※10 79 7   

３. たな卸資産処分損   － 168   

４. 減損損失  ※11 － 85   

５．貸倒損失  － 106 0.5 8 278 1.1

税引前当期純利益  3,042 14.4 3,436 13.7

法人税、住民税及び事
業税 

 571 678   

過年度法人税等  － 88   

法人税等調整額  -240 331 1.6 -3 762 3.0

当期純利益  2,711 12.8 2,673 10.7

前期繰越利益又は前期
繰越損失（－） 

 -661 2,050 

当期未処分利益  2,050 4,724 

     



製造原価明細書 

（脚注） 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  8,355 58.9 8,959 60.3

Ⅱ 労務費  800 5.6 902 6.1

Ⅲ 経費    

１．外注加工費  4,091 3,885   

２．減価償却費  231 238   

３．その他  704 5,027 35.5 859 4,983 33.6

当期総製造費用  14,183 100.0 14,845 100.0 

期首仕掛品たな卸高  1,629 3,489 

合計  15,813 18,335 

他勘定振替高 ※2 409 366 

期末仕掛品たな卸高  3,489 2,940 

当期製品製造原価  11,914 15,028 

     

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．原価計算の方法 

当社の原価計算は、個別原価計算制度を採用し、

材料費、労務費、経費の原価要素中、製造直接費

は各オーダーに賦課し、製造間接費は、直接作業

時間によって各オーダーに配賦する。 

１．原価計算の方法 

同左 

※２．仕掛品の他勘定振替高 ※２．仕掛品の他勘定振替高 

販売費及び一般管理費勘定 59百万円 

有形固定資産勘定 289 

無形固定資産勘定 4 

その他勘定 55 

合計 409 

販売費及び一般管理費勘定   63百万円 

有形固定資産勘定 344 

無形固定資産勘定 12 

その他勘定 -53 

合計 366 



③【利益処分計算書】 

  
前事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年６月29日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益     2,050   4,724 

Ⅱ 利益処分額           

１．利益準備金   －   27   

２．配当金   －   234   

３．役員賞与金   －   35   

 ４．任意積立金           

(1）別途積立金   － － 2,000 2,296 

Ⅲ 次期繰越利益     2,050   2,427 

            



重要な会計方針 

 項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) その他有価証券 

時価のあるもの 

……期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定) 

(1) その他有価証券 

時価のあるもの 

……同左 

  時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

……同左 

  (2）子会社株式及び関連会社株式 

……移動平均法による原価法 

(2）子会社株式及び関連会社株式 

……同左 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

……時価法 ……同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）製品・商品 

機械本体は個別法による原価法、附

属品その他は移動平均法による原価

法 

(1）製品・商品 

同左 

  (2）原材料・貯蔵品 

移動平均法による原価法 

(2）原材料・貯蔵品 

同左 

  (3）仕掛品 

個別法による原価法 

(3）仕掛品 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定額法を採用している。 

なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっている。 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産及び長期前払費用 

定額法を採用している。 

ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(5年)に基づく定額法によってい

る。一方、市場販売目的のソフトウ

ェアについては、見込販売数量に基

づく償却額と、残存見込販売有効期

間に基づく均等償却額との、いずれ

か大きい金額を計上している。な

お、当事業年度末における見込販売

有効期間は3年としている。 

(2）無形固定資産及び長期前払費用 

同左 

 



 項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上してい

る。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）関係会社投資損失引当金 

関係会社への投資に対する損失に備

えるため、その資産内容等を勘案し

て計上している。 

(2）関係会社投資損失引当金 

同左 

  (3）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額を計上している。 

(3）賞与引当金 

同左 

  (4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ている。なお、数理計算上の差異

は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

年数(15年)による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年度

より費用処理することとしている。 

(4）退職給付引当金 

同左 

  (5）役員退職引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えて、

役員退職慰労金規程に基づき、期末

要支給額を計上している。 

(5）役員退職引当金 

同左 

  (6）債務保証損失引当金 

関係会社への債務保証等に係る損失

に備えるため、被保証者の財政状態

等を勘案し、損失負担見込額を計上

している。 

(6）債務保証損失引当金 

同左 

  (7）関係会社事業損失引当金 

関係会社の事業に伴う損失に備える

ため、関係会社の財政状態等を勘案

し、債務超過額のうち、当該関係会

社に対して計上している貸倒引当金

及び債務保証損失引当金を超過する

金額について計上している。 

(7）関係会社事業損失引当金 

同左 

 



 項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

る。 

同左 

７．重要なヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしているので、特例処

理を採用している。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金利息 

(3）ヘッジ方針 

当社の内部規程である「市場リスク

管理規程」に基づき、金利変動リス

クをヘッジしている。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満

たしているため、有効性の評価を省

略している。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……同左 

ヘッジ対象……同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  

  

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっている。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



重要な会計方針の変更 

会計処理の変更 

追加情報 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月1日 
至 平成18年３月31日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用している。 

 これにより税引前当期純利益は85百万円減少している。

    

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示方法） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対応

報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本割30

百万円については、販売費及び一般管理費に計上してい

る。 

  

────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１．担保に供している資産（簿価）は次のとおりであ

る。 

※１．担保に供している資産（簿価）は次のとおりであ

る。 

（百万円） （百万円） 

売掛金 1,070

建物 213

構築物 2

土地 1,092

投資有価証券 121

合計 2,500

建物 202

構築物 2

土地 1,007

投資有価証券 179

合計 1,391

上記の他、安中工場財団形成物件は下記のとおり

である。 

上記の他、安中工場財団形成物件は下記のとおり

である。 

（百万円） （百万円） 

建物 1,549

構築物 56

機械装置 427

工具器具備品 124

合計 2,158

建物 2,080

構築物 54

機械装置 415

工具器具備品 157

合計 2,708

上記の財団形成物件を含む担保資産に対応する債

務は下記のとおりである。 

上記の財団形成物件を含む担保資産に対応する債

務は下記のとおりである。 

（百万円） （百万円） 

短期借入金 4,786

長期借入金 

(１年以内返済予定分を含

む) 

3,666

合計 8,452

短期借入金 3,889

長期借入金 

(１年以内返済予定分を含

む) 

4,896

合計 8,785

※２．授権株式数 普通株式 180,000,000株 ※２．授権株式数 普通株式   180,000,000株

ただし、株式の消却が行われた場合には、これに

相当する株式数を減ずる旨定款で定めている。 

ただし、株式の消却が行われた場合には、これに

相当する株式数を減ずる旨定款で定めている。 

発行済株式総数 普通株式 47,178,956株 発行済株式総数 普通株式    47,178,956株

※３．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式259,103

株である。 

※３．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式332,392

株である。 

 



前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

 ４．保証債務は次のとおりである。  ４．保証債務は次のとおりである。 

相手先 内容 
期末現在高 
（百万円） 

岡本工機株式会社 銀行借入金 834

OKAMOTO (THAI)  
CO.,LTD. 

銀行借入金 
414 

(THB123,401千) 

株式会社ニッショー 銀行借入金 423

OKAMOTO MACHINE  
TOOL EUROPE GMBH 

銀行借入金 
66 

(EUR481千) 

技研株式会社 銀行借入金 1,125

OKAMOTO(SINGAPORE) 
PTE,LTD. 

銀行借入金 
1,394 

(S＄14,854千) 

  
債務保証損失
引当金 

-423

合計   3,834

相手先 内容 
期末現在高 
（百万円） 

岡本工機株式会社 銀行借入金 1,540

OKAMOTO (THAI)  
CO.,LTD. 

銀行借入金 
427 

(THB116,901千) 

株式会社ニッショー 銀行借入金 300

技研株式会社 銀行借入金 682

OKAMOTO(SINGAPORE) 
PTE,LTD. 

銀行借入金 
578 

(S＄7,973千) 

債務保証損失
引当金 

-300

合計   3,229

（百万円） （百万円） 

５．受取手形割引高 126 

受取手形裏書譲渡高 1,085 

５．受取手形裏書譲渡高 1,322 

※６．関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。 

※６．関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。 

（百万円） （百万円） 

売掛金 635

支払手形 395

買掛金 1,264

売掛金 1,153

支払手形 364

買掛金 1,706

７．平成16年６月29日開催の定時株主総会において下記

の欠損填補を行っている。 

（百万円） 

資本準備金取崩 1,535

７．平成16年６月29日開催の定時株主総会において下記

の欠損填補を行っている。 

（百万円） 

資本準備金取崩 1,535

※８．配当制限 

有価証券の時価評価により純資産額が38百万円増

加している。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条3号の規定

により、配当に充当されることが制限されてい

る。 

※８．配当制限 

有価証券の時価評価により純資産額が72百万円増

加している。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条3号の規定

により、配当に充当されることが制限されてい

る。 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費 ※１．販売費及び一般管理費 

販売費に属する費用のおおよその割合は44.9％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合

は55.1％である。 

主要な費目及び金額は次のとおりである。 

販売費に属する費用のおおよその割合は42.6％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合

は57.4％である。 

主要な費目及び金額は次のとおりである。 

  （百万円）

荷造発送費 367 

給料手当 588 

賞与引当金繰入額 71 

退職給付費用 81 

役員退職引当金繰入額 23 

減価償却費 15 

旅費交通費 247 

販売手数料 352 

サービス費 190 

  （百万円）

荷造発送費 420 

給料手当 697 

賞与引当金繰入額 78 

退職給付費用 82 

役員退職引当金繰入額 22 

減価償却費 21 

旅費交通費 283 

販売手数料 297 

サービス費 183 

※２．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 

※２．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 

（百万円） 

32 

なお、当期製造費用に含まれるものはない。 

（百万円） 

56 

なお、当期製造費用に含まれるものはない。 

※３．関係会社との取引に係るもの ※３．関係会社との取引に係るもの 

  （百万円）

仕入高 5,562 

受取利息 54 

受取賃貸料 22 

雑収入 57 

  （百万円）

仕入高 6,712 

受取利息 73 

雑収入 61 

※４．固定資産売却益は、機械装置0百万円、土地243百

万円である。なお、土地売却益243百万円は、子会

社である岡本工機㈱に対する尾道工場売却により

発生したものである。 

※４．       ────── 

※５．関係会社投資損失引当金戻入益は、関係会社の財

政状態が改善したための引当金取崩によるもので

ある。 

※５．         同左 

※６．債務保証損失引当金戻入益は、㈱ニッショーに対

するものである。 

※６．         同左 

※７．関係会社事業損失引当金戻入益は、関係会社の財

政状態が改善したための引当金取崩によるもので

ある。 

※７．         同左 

※８．貸倒引当金戻入益は、主に関係会社に対するもの

である。 

※８．         同左 

※９．固定資産売却損の内主なものは、建物26百万円で

ある。 

※９．固定資産売却損の内主なものは、機械装置8百万円

である。 

※10．固定資産廃却損の内主なものは、建物38百万円、

機械装置40百万円である。 

※10．固定資産廃却損の内主なものは、機械装置7百万円

である。 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ※11．       ────── ※11．減損損失 

当社は、事業所を単位として資産のグルーピング

を行っている。ただし、賃貸資産及び遊休資産等に

ついては、物件ごとに収支把握可能であるため、

個々に独立した資産グループとしている。 

 資産時価の著しい下落等が生じた以下の賃貸資産

グループ及び遊休資産グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（85百万

円）として特別損失に計上した。 

なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売

却価額により測定しており、正味売却価額について

は、路線価に合理的な調整を行って算出した金額に

より評価している。 

用途 場所 種類 
減損損失 
(百万円) 

賃貸資産 群馬県安中市 土地 59 

遊休資産等 群馬県碓氷郡 土地 25 

 計     85 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置 89 79 10

車輌運搬具 15 11 3

工具器具備品 77 39 37

ソフトウェア 18 0 17

合計 200 130 69

取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

車輌運搬具 13 8 4

工具器具備品 156 39 117

ソフトウェア 37 8 29

合計 208 57 151

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。 

同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

  （百万円）

１年内 29 

１年超 39 

合計 69 

  （百万円）

１年内 35 

１年超 115 

合計 151 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

いる。 

同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

  （百万円）

支払リース料 32 

減価償却費相当額 32 

  （百万円）

支払リース料 42 

減価償却費相当額 42 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

同左 



（有価証券関係） 

 前事業年度（平成17年３月31日）及び当事業年度（平成18年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはない。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）            （百万円） （繰延税金資産）            （百万円） 

 たな卸資産評価損否認 160   

 貸倒引当金損金算入限度超過

額 
392   

 退職給付引当金 268   

 役員退職引当金 173   

 債務保証損失引当金 170   

 関係会社投資損失引当金 1,202   

 その他 317   

 繰延税金資産小計 2,686   

 評価性引当額 -2,446   

 繰延税金資産合計 240   

（繰延税金負債）  

  その他有価証券評価差額金 -26   

 繰延税金資産の純額 214   

 たな卸資産評価損否認 305     

 貸倒引当金損金算入限度超過

額 
 211     

 退職給付引当金  267     

 役員退職引当金 126     

 債務保証損失引当金  121     

 関係会社投資損失引当金 799     

 その他  265     

 繰延税金資産小計  2,097     

 評価性引当額  -1,804     

 繰延税金資産合計 293     

（繰延税金負債）  

  その他有価証券評価差額金  -49     

    その他  -49   

  繰延税金負債合計 -98     

 繰延税金資産の純額 194     

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目の内訳 

  （％）

法定実効税率 40.4   

（調整）  

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目 
0.3   

住民税均等割等 0.5   

評価性引当額 -29.2   

その他 -1.1   

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
10.9   

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目の内訳 

  （％）

法定実効税率 40.4    

（調整）  

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目 
 0.3    

住民税均等割等  0.4    

税額控除 -1.2    

評価性引当額  -18.7   

その他  1.0    

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
 22.2    



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

（重要な後発事象） 

該当事項はない。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 147円57銭

１株当たり当期純利益 57円74銭

１株当たり純資産額 204円18銭

１株当たり当期純利益 56円28銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益（百万円） 2,711 2,673 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － 35 

  （うち利益処分による役員賞与金） (－) (35) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,711 2,638 

期中平均株式数（千株） 46,960 46,882 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増減額のうち主なものは次のとおりである。 

２．無形固定資産の金額は資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略した。 

３．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額である。 

    銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

その他

有価証

券 

ニッセイ同和損害保険㈱ 216,000 179 

備南観光開発㈱ 12 0 

㈱シギヤ精機製作所 500 1 

    計 216,512 181 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産               

建物 5,114 805 － 5,920 3,493 155 2,426 

構築物 370 3 － 374 317 5 56 

機械装置 3,682 55 350 3,386 2,968 49 417 

車輌運搬具 5 0 2 3 3 0 0 

工具器具備品 1,487 137 25 1,599 1,390 54 209 

土地 1,094 － 
85 

(85)
1,009 － － 1,009 

建設仮勘定 280 279 25 535 － － 535 

有形固定資産計 12,037 1,282 
489 

(85)
12,829 8,174 265 4,654 

無形固定資産               

ソフトウェア － － － 59 21 12 37 

その他 － － － 12 － － 12 

無形固定資産計 － － － 71 21 12 50 

長期前払費用 65 120 30 156 34 15 122 

    安中工場 

建物 増加額（百万円） 804 

機械装置 減少額（百万円） 350 

建設仮勘定 増加額（百万円） 279 



【資本金等明細表】 

 （注） 当期末における自己株式数は、332,392株である。   

  

【引当金明細表】 

 （注） 目的使用以外の理由による取崩額 

１．貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権、貸倒懸念債権の洗替額37百万円及び個別貸倒見積額の内、

引当金必要額の見直し等による取崩額406百万円である。 

２．関係会社投資損失引当金の当期減少額（その他）は関係会社への投資に対する引当金必要額の見直しによるも

のである。 

３．役員退職引当金の当期減少額（その他）は、役員退職慰労金規程の見直しによるものである。 

４．債務保証損失引当金の当期減少額（その他）は保証先に対する引当金必要額の見直しによるものである。 

５．関係会社事業損失引当金の当期減少額（その他）は関係会社の事業に伴う損失に対する引当金必要額の見直し

によるものである。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 4,880 － － 4,880 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注） （株） (47,178,956) (－) （－) (47,178,956) 

普通株式 （百万円） 4,880 － － 4,880 

計 （株） (47,178,956) (－) (－) (47,178,956) 

計 （百万円） 4,880 － － 4,880 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

 （資本準備金） （百万円） － － － － 

計 （百万円） － － － － 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） － － － － 

（任意積立金） （百万円） － － － － 

計 （百万円） － － － － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 978 55 47 444 541 

関係会社投資損失引当金 2,976 － － 997 1,978 

賞与引当金 111 150 111 － 150 

役員退職引当金 429 22 11 128 312 

債務保証損失引当金 423 － － 123 300 

関係会社事業損失引当金 104 － － 32 71 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

(A)現金及び預金 

(B)受取手形 

区分 金額（百万円） 

現金 5 

預金   

当座預金 1,156 

普通預金 112 

通知預金 39 

外貨預金 287 

別段預金 1 

小計 1,598 

合計 1,604 

イ 相手先別内訳 
  

ロ 期日別内訳 
 

相手先 金額（百万円）   相手先 金額（百万円） 

三益半導体工業㈱ 378   平成18年４月満期 29 

ユアサ商事㈱ 223   ５月 〃 14 

㈱山善 120   ６月 〃 0 

コマツ電子金属㈱ 47   ７月 〃 195 

レーザーフロントテクノロ

ジーズ㈱ 
41 

  
８月 〃 597 

その他 45   ９月以降満期 20 

合計 856   合計 856 



(C）売掛金 

イ 相手先別内訳 

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理方法は税抜方式を採用しているが、上記の当期発生高には消費税等が含まれている。 

(D)製品及び商品 

(E)原材料及び貯蔵品 

相手先 金額（百万円） 

旭硝子㈱ 4,544 

ミクロ技研㈱ 888 

OKAMOTO CORPORATION 775 

三益半導体工業㈱ 378 

㈱山善 338 

その他 3,881 

合計 10,805 

前期末残高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高及び
振替高(百万円) 

当期末残高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A)＋(D) 
───── 
２ 

────── 
（B） 

───── 
365 

6,276 26,089 21,560 10,805 66.6 119.5 

機種別 金額（百万円） 

研削盤 532 

歯車機械 72 

半導体関連装置 0 

その他の機械 1 

その他 184 

合計 792 

品名 金額（百万円） 

機械部品 412 

鋳物部品 22 

電気部品 85 

鋼材 1 

半導体関連部品 34 

その他 226 

合計 782 



(F)仕掛品 

(G)関係会社株式 

(H)関係会社長期貸付金 

機種別 金額（百万円） 

研削盤 1,033 

歯車機械 201 

半導体関連装置 1,274 

その他 431 

合計 2,940 

銘柄 株式数（株） 金額（百万円） 

OKAMOTO (SINGAPORE) PTE, LTD. 20,299,999 2,140 

OKAMOTO (THAI) CO., LTD. 3,560,000 1,906 

OKAMOTO CORPORATION 47,545 1,794 

岡本工機(株) 372,000 693 

(株)エム・シー・エス 200 116 

(株)グラインデックスコーポレーション 200 10 

(株)ニッショー 460,000 － 

合計 24,739,944 6,661 

相手先 金額（百万円） 

技研㈱ 1,000 

OKAMOTO (THAI) CO., LTD. 500 

㈱ニッショー 462 

OKAMOTO MACHINE TOOL EUROPE GMBH 153 

合計 2,115 



② 負債の部 

(A)支払手形 

(B)買掛金 

(C)短期借入金 

イ 相手先別内訳 ロ 期日別内訳 
 

相手先 金額（百万円）   期日 金額（百万円） 

技研㈱ 314   平成18年４月満期 796 

鹿島建設㈱ 281   ５月 〃 1,160 

㈱橋本電業社 154   ６月 〃 703 

㈱大平製作所 132   ７月 〃 484 

横浜油機㈱ 123   ８月 〃 121 

その他 2,279   ９月以降満期 20 

合計 3,286   合計 3,286 

相手先 金額（百万円） 

OKAMOTO (SINGAPORE) PTE, LTD. 739 

OKAMOTO (THAI) CO., LTD. 642 

三菱マテリアルテクノ㈱ 456 

技研㈱ 205 

岡本工機㈱ 81 

その他 937 

合計 3,063 

相手先 金額（百万円） 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 2,039 

㈱横浜銀行 1,055 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 794 

小計 3,889 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,732 

合計 5,621 



(D)長期借入金 

  （注）シンジケートローンは、三菱ＵＦＪ信託銀行㈱を主幹事とする11社によるものである。 

  

(3）【その他】 

 特記すべき事項はない。 

相手先 金額（百万円） 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 1,592 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,551 

㈱三井住友銀行 1,081 

㈱横浜銀行 531 

㈱りそな銀行 140 

㈱群馬銀行 93 

シンジケートローン 3,151 

合計 8,141 

１年以内に返済予定の長期借入金  1,732 

差引 6,409 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券 

100株券未満の株式についてはその株数を表示した株券 

中間配当基準日 ―――――― 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都豊島区西池袋一丁目７番７号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内1丁目4番5号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都豊島区西池袋一丁目７番７号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内1丁目4番5号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載して行う。 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第106期）（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日）平成17年6月30日関東財務局長に提出。 

(2) 半期報告書 

 （第107期中）（自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日）平成17年12月27日関東財務局長に提出。 

(3）有価証券報告書の訂正報告書 

 （第106期）（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日）平成18年6月26日関東財務局長に提出。 

(4) 半期報告書の訂正報告書 

 （第106期中）（自 平成16年4月1日 至 平成16年9月30日）平成18年6月26日関東財務局長に提出。 

 （第107期中）（自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日）平成18年6月26日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はない。 



独立監査人の監査報告書

    平成17年６月29日

株式会社岡本工作機械製作所     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 高橋 宏   印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 原田 一   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社岡本工作機械製作所の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社岡本工作機械製作所及び連結子会社の平成17年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形

で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

    平成18年６月29日

株式会社岡本工作機械製作所     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 高橋 宏   印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 原田 一   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社岡本工作機械製作所の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社岡本工作機械製作所及び連結子会社の平成18年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度から固定

資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形

で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

    平成17年６月29日

株式会社岡本工作機械製作所     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 高橋 宏   印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 原田 一   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社岡本工作機械製作所の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの第106期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社岡本工作機械製作所の平成17年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別

途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

    平成18年６月29日

株式会社岡本工作機械製作所     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 高橋 宏   印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 原田 一   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社岡本工作機械製作所の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第107期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社岡本工作機械製作所の平成18年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用して

いるため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別

途保管しております。 
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